
　合同会社レンズ 一般事業主行動計画
　（女性活躍推進法・次世代育成支援対策推進法 一体型）

社員が仕事と家庭生活を両立し、性別にかかわらずその能力を十分に発揮できる職場環境を整備するため、女性活躍推進法及
び次世代育成支援対策推進法に基づき、次のとおり一般事業主行動計画を策定する。
1．計画期間
令和 8年 10月 2日から令和 10年 10月 1日までの 2年間
2．現状把握・課題
 常時雇用する労働者は 2名（男性 1名、女性 1名）である。
 少人数組織のため、案件の繁忙期に特定の社員へ業務が集中しないよう、労働時間の継続的な把握と業
務分担の見直しが必要である。

 育児休業等の対象者が生じた場合に、休業取得と業務継続を両立できる代替体制をあらかじめ整備する
必要がある。

3．目標及び取組内容
目標 1　 計画期間中に配偶者が出産した男性労働者が生じた場合、育児休業等の取得率 100％を目指す。
 令和 8年 10 　月～ 育児休業、出生時育児休業その他の仕事と育児の両立支援制度について、全社員へ電
子メール等で周知する。

 　対象者が生じた場合～ 本人へ制度説明及び取得意向の確認を行い、取得時期・引継ぎ・担当変更を含
む業務体制を整える。

 　対象者が生じた場合～ 必要に応じて外部人材を活用し、休業中の制作・撮影・編集等の業務を補完す
る。

目標 2　 フルタイム労働者 1人たりの各月の法定時間外及び法定休日の合計時間を 20時間未満とする。
 令和 8年 10 　月～ 社員ごとの労働時間及び時間外労働の状況を毎月確認する。
 令和 8年 11 　月～ 案件ごとの業務量、制作工程及び担当状況を確認し、業務の集中がある場合は担当変
更又は外注化を行う。

 令和 9年 1 　月～ 四半期ごとに労働時間の状況を振り返り、業務フロー、スケジュール及び人員配置を
見直す。

4．一般事業主行動計画の公表及び周知
 外部公表：自社ホームページに掲載する。
 労働者への周知：電子メール等により全社員へ周知する。
5．女性活躍に関する情報の公表
 常時雇用する労働者に占める女性労働者の割合：50％（1名／2名、令和 8年 10月 2日時点）

策定日：令和 8年 10月 2日
合同会社レンズ

　  代表 千葉仁


